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本稿では，職場環境要因と労働者のメンタルヘルスの関係に関する既存研究のレビューを
行う。まず心理学や疫学で提唱されている代表的な職業性ストレスモデルを説明し，どう
いった職場環境要因がストレスにつながると考えられているかを紹介する。続いて実証研
究において主に用いられている職場環境要因とメンタルヘルスの指標を概観した上で，実
証研究をレビューする。実証研究においては逆の因果関係や脱落変数の問題への対応が課
題となる。近年の研究ではパネルデータを用いた分析の蓄積が進んでいるものの実験・準
実験的な研究の蓄積はまだ少ない。既存の実証研究で示されている結果としては，仕事の
要求度が大きいほどメンタルヘルスが悪化する傾向や，仕事の資源が充実しているほど仕
事に対する意欲が高まりメンタルヘルスが改善する傾向を示す研究がある一方で，それに
反する結果を示す研究もあり，一貫した結果が得られているとは言い切れない。今後の研
究の方向性としては，因果効果の推定を行うために実験・準実験的な研究のさらなる蓄積
が期待されるほか，メンタルヘルスについて客観的指標を用いた検証や，より深刻なメン
タルヘルスの問題を対象とした研究の蓄積も期待される。
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（広島修道大学准教授）

　目　次

Ⅰ　はじめに

Ⅱ　職業性ストレスモデル

Ⅲ　職場環境要因とメンタルヘルス指標

Ⅳ　職場環境要因とメンタルヘルスに関する実証研究

Ⅴ　おわりに―今後の研究展望

Ⅰ　は じ め に

　労働者は職場においてさまざまなストレスを受
けている。令和 2 年の『労働安全衛生調査（実態
調査）』（厚生労働省）によると，「現在の自分の仕
事や職業生活に関することで強い不安，悩み，ス
トレスとなっていると感じる事柄がありますか」
という問いに対して「ある」と回答した労働者の
割合は全体の 54.2％であり，半数以上の労働者が

職場において何らかの強いストレスを感じている
ことがわかる。また，事業所規模別にみると
1000 人以上の事業所では 64.6％，500～999 人の
事業所では 59.5％，300～499 人の事業所では
63.3％と約 6 割前後の労働者が職場で強いストレ
スを感じている。職場で受けるストレスに対して
個人で対処できない場合やストレスが恒常的に続
く場合，ストレスはメンタルヘルスの問題に発展
し，仕事や会社の業績にも支障を来しうる。で
は，職場環境要因の何が労働者のストレスやメン
タルヘルスの問題を引き起こすのだろうか。本稿
では，職場環境要因とメンタルヘルスに関する既
存研究のレビューを行うこと，また既存研究に残
されている課題をまとめることで今後の研究の方
向性を示すことを目的とする。
　産業構造や働き方の変化が進む中，労働者のス

特集●働く人の心の健康と障害



No. 745/August 2022 15

論　文　職場環境とメンタルヘルス

トレスにつながる職場の要因はさまざまある。例
えば，負担する仕事の量や質，労働時間，職場に
おける上司や同僚との人間関係などが考えられ
る。図 1 は，前出の『労働安全衛生調査』より，
仕事や職業生活において強いストレスとなってい
る要因について男女別にグラフにまとめたもので
ある。図によると，男女ともに「仕事の量」や

「仕事の失敗・責任の発生等」に強いストレスを
感じている労働者の割合が高い。性別にみると，
例えば仕事の量や質，失敗・責任の発生等につい
ては女性よりも男性の方がストレスを感じている
割合が高く，対人関係や雇用の安定性については
女性の方がストレスを感じている割合が高い。
　ストレスを抱える労働者の存在は職場や社会に
さまざまな影響をもたらしうる。例えば，労働者
が職場で強いストレスを受けると，精神的・身体
的な不調につながり労働生産性が低下する。実際
に，メンタルヘルス不調を抱える労働者は退職や
アブセンティイズム（疾病休業）にいたる傾向が
高いこと，また労働時間を減らすことなどを示す
研究がある（Bryan, Bryce and Roberts 2021；Cai 
2019 等）。Bryan, Bryce and Roberts（2021）はイ
ギリスの 21～51 歳の労働者のパネルデータを用

いて，相関ランダム効果プロビットモデルに基づ
く分析を行い，慢性的な健康上の問題は疾病休業
の傾向を高めること，そして身体的な健康問題よ
りも精神的な健康問題の方が疾病休業の傾向を高
める影響が大きいことを示している。
　また労働者のメンタルヘルス不調は，仕事の欠
勤や労働時間の減少には至らなくとも，健康上の
問題を抱えながら生産性が低下した状態で仕事に
従事する状態，つまりプレゼンティイズム（疾病
出勤）を引き起こす可能性も指摘されている（Johns 
2010 等）。特に近年ではプレゼンティイズムへの
関心が大きく，職場の業績に与える影響はアブセ
ンティイズムよりもプレゼンティイズムの方が大
きいとも言われる。経済産業省が健康経営を促進
するためにまとめたガイドブックによると，企業
が負担する健康関連のコストのうちプレゼンティ
イズムによって生じるコストは全体の 77.9％を占
め，医療費やアブセンティイズムよりも大きなコ
ストと推計されている（経済産業省 2016）。
　こうした状況を踏まえて，職場における働く人
のメンタルヘルスの保持増進は現代社会が直面す
る重要な課題の一つとなっている。加えて，少子
高齢化の進展や医療費の増大といった問題も考え

図 1　仕事や職業生活に関する強いストレスの内容

注：縦軸は調査回答者全体を 100％としたときに該当項目（最大 3 つ選択可）を選んだ労働者の割合（％）。
出所：厚生労働省『令和 2 年労働安全衛生調査（実態調査）』より作成。
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ると，労働者のメンタルヘルス対策が急がれる。
実際に日本では，職場における労働者のメンタル
ヘルス対策として，厚生労働省が「労働者の心の
健康の保持増進のための指針」（メンタルヘルス指
針）を定めているほか，2015 年 12 月よりストレ
スチェック制度が義務化されるなど，政策的にメ
ンタルヘルス対策の整備が進められている。ま
た，企業においても健康経営の推進が進んでい
る。こうした中で，効果的なメンタルヘルス対策
を進めていくためには，まずどういった要因が労
働者のメンタルヘルスの問題を引き起こすのかを
十分に明らかにすることが必要となる。
　本稿の構成は以下の通りである。Ⅱでは，職場
で生じるストレスを説明する職業性ストレスモデ
ルを紹介し，職場環境においてどういった要因が
労働者のストレスにつながると考えられているか
を概観する。Ⅲでは，実証研究において用いられ
る職場環境要因とメンタルヘルス指標をまとめ
る。Ⅳでは，職場環境要因とメンタルヘルスの関
係を検証した実証研究を概観する。最後にⅤにお
いて，本稿をまとめるとともに既存研究において
残された課題を挙げ，今後の研究の方向性を示
す。

Ⅱ　職業性ストレスモデル

　労働者が職場で受けるストレスはどういった要
因によって引き起こされるのかについて，特に心
理学や疫学においてさまざまな理論モデルが提唱
されている。以下では，さまざまある理論モデル
のうち代表的な 5 つのモデルを紹介し，職場環境
要因として具体的にどういった要因があり，それ
らの要因が労働者のストレスやメンタルヘルスに
どうのように影響すると考えられているのかを概
観する 1）。
　まず Karasek（1979）は，「仕事の要求度・コ
ントロールモデル（the job demand-control model, 
JD-C モデル）」を提唱した。このモデルは「仕事
の要求度」と「仕事の裁量」の 2 つの要因を用い
て職業性ストレスを説明する。「仕事の要求度」
は，身体的・精神的に労働者にかかる仕事の負荷
を表し，求められる仕事の量だけでなく，仕事の

質や時間制約，任される仕事の責任の大きさ，職
場の人間関係の問題などが含まれる。一方で，

「仕事の裁量」は，労働者が仕事を自由にコント
ロールできる度合いを表し，個人が持つスキルや
知識のレベル，仕事の進め方の裁量の程度などが
含まれる。このモデルは，仕事の要求度の高低と
仕事の裁量の高低で仕事を 4 つのグループに分類
し，特に仕事の要求度が高く裁量が低い場合に高
ストレスであり，メンタルヘルスの問題につなが
る可能性が高いとされる。
　この JD-C モデルに「社会的支援」という新た
な要因を加えたものが，Johnson and Hall （1988）
の提示する「仕事の要求度・コントロール・サ
ポートモデル（the job demand-control-support model, 
JDCS モデル）」である。社会的支援としては，職
場で上司や同僚と関わる機会があるか，上司や同
僚から仕事上のサポートを受けられるかといった
ことが考慮される。このモデルでは，仕事の要求
度が高く，仕事の裁量権が低いことに加えて，社
会的支援が少ない場合に最もストレスが大きくな
ると考える。
　Siegrist（1996）は「努力・報酬不均衡モデル

（the effort reward imbalance model, ERI モデル）を
提案した。このモデルでは，仕事を達成するため
に費やした努力に対してその結果として受け取る
報酬が少ない場合，つまり努力量と報酬が釣り合
わない場合にストレスが生じると考える。このモ
デルにおける「努力」は，仕事の要求度や責任の
大きさ等によって評価される。また「報酬」は金
銭的な報酬だけではなく，仕事を上司などから評
価されて得られる自尊心といった心理的な報酬，
昇進が期待できるかなどのキャリアに関する報酬
も含んで評価される。
　上述した 2 つのモデルが職場のストレス要因の
みに注目しているのに対して，職場のストレス要
因だけでなく，家庭環境といった職場外の要因や
性格などの個人要因，上司や同僚，家族などから
受けるサポートといった緩衝要因も考慮したモデ
ルを米国国立労働安全衛生研究所（National Insti- 
tute for Occupational Safety and Health, NIOSH）が
提唱しており，NIOSH モデルと呼ばれる（Hurrell 
and McLaney 1988）。このモデルでは，職場のス
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トレス要因が急性のストレス反応を引き起こし，
そのストレス反応が慢性化すると疾病につながる
プロセスが理論化されている。このプロセスにお
いて，職場外の要因や個人の要因，緩衝要因は，
職場のストレス要因がもたらすストレス反応や疾
病への影響を調整・緩衝する要因とみなされる。
　 ま た 近 年 注 目 さ れ て い る モ デ ル と し て，
Demerouti et al.（2001）が提示した「仕事の要求
度・資源モデル（the job demands-resources model, 
JD-R モデル）」がある。このモデルでは，職場環
境を「仕事の要求度」と「仕事の資源」の 2 つに
分けて考える。仕事の要求度は JD-C モデルで言
及したように，身体的・精神的に労働者にかかる
仕事の負荷を表す。仕事の資源は，仕事の目標の
達成に寄与する，または仕事の要求度を軽減す
る，個人の成長や発展を刺激するような要因を表
す。具体的には，仕事の裁量や上司・同僚からの
サポートなどが含まれる。このモデルでは，仕事
の要求度が大きいと精神的疲労度が高まる一方
で，仕事の資源が不足すると仕事に従事する意欲
が低下すると考える。
　この JD-R モデルは Schaufeli and Bakker（2004）
が改良バージョンを提案している。改良されたモ
デルでは，職場環境要因がメンタルヘルスに与え
るネガティブな影響に加えて，ポジティブな影響
を捉えられるように「ワーク・エンゲージメン
ト」という要因が明示的にモデルに組み込まれて
いる。ワーク・エンゲージメントとは，「仕事か
ら活力を得ていきいきとしている（活力）」「仕事
に誇りとやりがいを感じている（熱意）」「仕事に
熱心に取り組んでいる（没頭）」ことから生まれ
る心理状態を表す。改良されたモデルに基づく
と，仕事の要求度が大きい場合と仕事の資源が不
足する場合にバーンアウトが引き起こされ，仕事
の資源が充実する場合にワーク・エンゲージメン
トが高まる。さらに近年の研究では，仕事の要求
度と資源に加えて，個人の資源もモデルに組み込
まれている（Schaufeli and Taris 2014）。個人の資
源とは周りの環境をコントロールする能力やレジ
リエンスと関連する要因を表す。
　このように職場環境要因と労働者のストレスや
メンタルヘルスの関係を捉えるためにさまざまな

理論モデルが提唱されている 2）。それぞれのモデ
ルは排他的なものではなく，重なる部分も大き
い。実証研究においては上述のモデルに基づいた
検証を行う研究もあれば，上述のモデルを共変量
選択などの参考にして特定の職場環境要因の影響
を検証する研究もある。

Ⅲ　職場環境要因とメンタルヘルス指標

　Ⅱで述べた通り，職場環境要因とメンタルヘル
スの関係についてはいくつかの理論モデルが提唱
されている。これらのモデルで挙げられているよ
うな職場環境要因とメンタルヘルスの関係につい
て実証分析を行う場合，職場環境要因とメンタル
ヘルスをどう測るかが問題となる。以下では，既
存研究において主に用いられている職場環境要因
とメンタルヘルス指標についてまとめる。

１　職場環境要因

　既存研究において用いられる職場環境要因の指
標としては，質問紙調査に基づいて作成されるも
のが多い。質問紙調査としては，Ⅱで述べた理論
モデルに基づいていくつかの調査票が開発されて
おり，それぞれについて複数の研究で信頼性や妥
当性が確認されている。例えば，JDCS モデルに
基づいて開発された調査票として Job Content 
Questionnaire（JCQ）がある（Karasek 1985；
Karasek et al. 1998）。この調査票は，モデルに基
づいて仕事の要求度や仕事の裁量，職場の社会的
支援などに関する複数の質問項目で構成される。
同様に，NISOH モデルに基づいて開発された調
査 票 と し て，Generic Job Stress Questionnaire

（NIOSH-GJSQ）があり，仕事の量的負荷や仕事 
の裁量，役割の曖昧さなどの項目が含まれる

（Hurrell and McLaney 1988）。また，ERI モデル
に 基 づ く 調 査 票 と し て the Effort-Reward 
Imbalance Questionnaire（ERIQ）がある（Siegrist 
et al. 2004）。これらの調査票については日本版も
開発されている（Kawakami et al. 1995 等）。実証
研究においてはこれらの調査票を用いて各指標を
作成し検証を行っているものが多くある。また 1
つの調査票のみに基づくのではなく，分析の目的
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や必要な変数に合わせて複数の調査票を組み合わ
せて用いられることもある。
　日本においては労働省（現厚生労働省）の委託
研究で「職業性ストレス簡易調査票」が開発され
ている（労働省 2000）。この調査票は，上述した
モデルに含まれるような仕事の負担度や裁量，人
間関係，職場における支援などに関して 57 の質
問項目で構成されるものとなっている。
　上述した指標は調査票に対象者本人が回答する
点で自己評価に基づく指標とみなされる。これに
対して，研究の数は多くないが，より客観的な指
標が用いられる場合もある。例えば労働時間につ
いては，労働者本人の回答値ではなくタイムカー
ドに基づく出退勤記録を用いた研究がある（Sato, 
Kuroda and Owan 2020）。また Grebner, Semmer 
and Elfering（2005）は，職場環境要因に関する
自己評価指標に加えて訓練を受けた観察者による
評価を加えることでより客観的な職場環境の指標
を作成し検証を行っている。Shaw and Gupta

（2004）は，職業情報ネットワーク（O*NET）の
仕事に関する情報を調査対象者の職種とマッチさ
せて点数化した指標を仕事の複雑さを表す指標と
して用いている。
　このようにいくつかの実証研究ではより客観的
な指標を用いた検証が試みられているものの，Ⅱ
で挙げたような職場環境要因について客観的な指
標を作成することは容易でない場合が多く，労働
者によって自己評価された指標が用いられること
が多い。

２　メンタルヘルス指標

　労働者のメンタルヘルスを捉える指標もさまざ
まなものがある。メンタルヘルスといっても，観
察される症状の種類や深刻度を考えるとその容態
は多岐にわたる。実証研究においては，職場環境
の指標と同様に，質問紙調査を使って測られる場
合と，より客観的な指標で測られる場合がある。
以下ではそれぞれについて既存研究で主に用いら
れるメンタルヘルス指標をまとめる。
　まずは信頼性や妥当性が検証された質問紙調査
に基づく指標があり，多くの実証研究でこれらの
指標が用いられる。中でも国際的に広く用いられ

る調査票の一つとして，GHQ 精神健康調査票（The 
General Health Questionnaire） が あ る（Goldberg 
1972）。この調査票のオリジナル版は 60 項目から
なり，主として神経症の発見を目的として開発さ
れた。オリジナル版とは別に短縮版も複数あり，
短縮版では不安や不眠，うつ傾向などを調査する
ことができる。具体的には「いつも緊張していま
すか」や「不幸せで憂うつと感じますか」といっ
たメンタルヘルスの状態を測るための複数の質問
項目で構成される。その他用いられる指標として
例えば，うつ病や不安障害などの精神疾患をスク
リーニングするために開発された Kesseler 6

（Kessler et al. 2002）や抑うつ状態の程度を評価す
るためのベックうつ病調査票（Beck and Alford 
1972）などがある。
　またバーンアウト（燃え尽き症候群）がメンタル
ヘルスの指標として用いられる場合がある。バー
ンアウトの指標としてよく用いられるのは Maslach 
Burnout Inventory（MBI）である（Maslach and 
Jackson 1981）。MBI には「情緒的疲弊感（emo- 
tional exhaustion）」「脱人格化（depersonalization）」

「個人的達成感（personal accomplishment）」とい
う 3 つの下位尺度がある。既存研究においてバー
ンアウトは，特にソーシャルワーカーや介護職，
といった対人援助職に従事する労働者が陥りやす
い症状として研究されており，MBI はそういっ
た対人援助職の労働者を対象とした指標として開
発されている。しかし，バーンアウトにみられる
症状は一般労働者でもみられるものであり，より
一般的な労働者にも適用できるような調査票とし
て「Maslach Burnout Inventory-General Survey

（MBI-GS）」が 開 発 さ れ 広 く 利 用 さ れ て い る
（Maslach, Jackson and Leiter 1996）。
　また，メンタルヘルスのポジティブな状態をと
らえるための指標として，ワーク・エンゲージメ
ントがある。これは JD-R モデルでも示唆されて
いる通り，良好な職場環境，特に仕事の資源が充
実している場合に労働者は活力や熱意を高めると
考えられ，そういった関係を捉えるために用いら
れるのがワーク・エンゲージメント指標である。
ワーク・エンゲージメント指標としては，ユトレ
ヒ ト・ ワ ー ク・ エ ン ゲ ー ジ メ ン ト 尺 度（the 
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Utrecht Work Engagement scale, UWES）が最も広
く使用されている（Schaufeli et al. 2002）。この指
標は，活力・熱意・没頭の 3 つを下位尺度として
仕事へ積極的に従事できているかどうかを測るも
のである。
　上述した自己評価に基づく指標とは別に，より
客観的なメンタルヘルスの指標が用いられる場合
もある。例えば，生理学的な指標として唾液から
取られたコルチゾールの量を用いる研究がある

（Karlson et al. 2011）。気分の落ち込みといったうつ
傾向がある場合，コルチゾールが増加すると言わ
れている。また，血圧や脈拍，高血圧かどうかを
表す指標などを用いた研究もある（Gilbert-Ouimet 
et al. 2014 等）。その他，メンタルヘルスの状態が
究極的に悪い状態を捉える指標として自殺を用い
る研究もある（Lee et al. 2020 等）。

Ⅳ 　職場環境要因とメンタルヘルスに関
する実証研究

　本節では，職場環境要因とメンタルヘルスの関
連を分析した実証研究をレビューする 3）。職場環
境要因がメンタルヘルスに与える影響を分析する
上で課題となるのは，メンタルヘルスの状態がよ
い労働者ほど多くの仕事の負担が割り振られると
いった逆の因果関係の問題や，観察できない個人
の性格特性といった脱落変数問題への対処であ
る。これまで蓄積された既存研究の多くはクロス
セクションデータを用いた分析であったが，近年
では脱落変数の問題等に対処するためパネルデー
タを用いた分析の蓄積が進んでいる。パネルデー
タを用いた分析手法としては経済学分野では固定
効果モデルに基づく分析が多く，心理学分野等で
は交差遅延効果モデル（cross-lagged model）に基
づく分析が多い。一方で実験的または準実験的な
手法を用いた研究は存在するものの数が少ない。
以下では，Ⅱで紹介した理論モデルを参考に，職
場環境要因を大きく「仕事の要求度」と「仕事の
資源」の 2 つに分けて，それぞれがメンタルヘル
スとどのように関連するのか，既存研究で示され
ている結果を紹介する。
　まず仕事の要求度とメンタルヘルスの関連につ

いては，仕事の要求度が高いほど仕事上のストレ
スが大きく，メンタルヘルス不調につながること
を示す研究が多い。例えば，Hakanen, Schaufeli 
and Ahola（2008）は，フィンランドの歯科医師
のパネルデータを用いて交差遅延効果モデルに基
づく分析を行い，仕事の要求度（質的負荷，仕事
内容，身体的な仕事環境）が高いほどバーンアウ
ト確率が高まることを示している。また，メタ分
析を行った Alarcon（2011）は，仕事の要求度（役
割の不明瞭さ，役割の争い，仕事負荷）が大きいほ
ど感情疲労などを起こしメンタルヘルスの状態が
悪化することを示している。Lesener, Gusy and 
Wolter（2019）もパネルデータを用いて JD-R モ
デルの検証を行った論文に基づくメタ分析を行
い，仕事の要求度はバーンアウトと関連すること
を示している。その他，多くの研究で仕事の要求
度とメンタルヘルスの関連が示されている（Bakker, 
Demerouti and Schaufeli 2003 等）。
　一方で，関係性が示されなかった研究もある。
例えば Boyd et al.（2011）はオーストラリアの大
学教員を対象とした交差遅延効果モデルに基づく
分析を行い，仕事の要求度とストレスの間に直接
的な関係は示されなかったとしている。また，血
圧や高血圧であるかどうかを健康指標として用い
た研究もみられるが，仕事の要求度の関係が示さ
れた研究もあればそうでない研究もあり結果は一
貫しているとは言えない（Gilbert-Ouimet et al. 2014
等）。
　仕事の要求度に含まれる要因のうち，特定の要
因の効果検証を目的とした研究も多数ある。ま
ず，労働時間がメンタルヘルスに与える影響を検
証した研究がある（Kuroda and Yamamoto 2016；
Sato, Kuroda and Owan 2020；Virtanen et al. 2018
等）。Sato, Kuroda and Owan（2020）は，製造業
に属する企業で働く労働者のデータを使って固定
効果モデルに基づく分析を行った。その結果，ホ
ワイトカラーの労働者にとって，長時間労働はメ
ンタルヘルスの悪化を引き起こすことが示されて
いる。一方で Virtanen et al.（2018）はメタ分析
を行い，長時間労働とメンタルヘルスの関係は地
域によっては見られず，全体としては弱い関連し
かないことが示唆されている。また，労働時間の
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研究に関しては自殺との関連も検証されている
（Lee et al. 2020；Nishimura et al. 2021 等）。Lee et 
al.（2020）は韓国の労働者を対象としたコックス
比例ハザードモデルに基づく分析を行い，週当た
り 45～52 時間働く労働者は，35～44 時間働く労
働者と比べて自殺リスクが高いことを示してい
る。
　週末勤務や夜勤といった働く曜日や時間帯の影
響を検証した研究もある。前出の Sato, Kuroda 
and Owan（2020）は，週末勤務はメンタルヘル
ス不調と関連すること，ブルーカラー労働者に
とって深夜労働はメンタルヘルス不調と関連する
ことを明らかにしている。Torquati et al.（2019）
は，シフトワークがメンタルヘルスに与える影響
を検証した論文を対象にメタ分析を行い，シフト
ワークはメンタルヘルス不調と関連することを示
している。
　その他，仕事の質とメンタルヘルスの関連を分
析した研究もある。Henseke（2018）は，ヨー
ロッパ 15 か国の 50 歳以上の労働者を対象とする
パネルデータを用いた分析を行い，仕事の質が悪
いほどメンタルヘルスの状態も悪化することを示
した。この研究において，仕事の質には，賃金や
仕事の裁量，失業のリスクがどれくらいあるかと
いった仕事の不安定さが含まれる。
　また，特に対人援助職に就く労働者を対象とし
た研究では，職業の性質上，対面した相手（クラ
イアント）の抱える問題やメンタルヘルスの状態
が労働者の仕事の負担になると考えられる。よっ
てカウンセラーやセラピストなどの対人援助職に
従事する労働者を対象として，仕事上の負担がメ
ンタルヘルスに影響するかを分析した研究があ
る。例えば，Sodeke-Gregson, Holttum and Billings

（2013）は，イギリスにおいてセラピストを対象
とした分析を行い，トラウマを抱えるクライアン
トに対応するセラピストは二次的トラウマのスト
レスを受けるリスクが高いことを示している。
　対人援助職に従事する労働者がクライアントか
ら受ける影響に関する研究については，実際の労
働環境においてフィールド実験を行った研究があ
る。Ishikawa, Kohara and Nushimoto（2022）は，
就職支援機関において働くキャリアカウンセラー

を対象としたフィールド実験を行った。この研究
では，カウンセリングを初めて受けに来た求職者
をカウンセラーにランダムに割り当てることで，
仕事負担の影響を分析している。仕事負担につい
ては，求職者にアンケート調査を実施し，求職者
のカウンセリング前のメンタルヘルスの状態を測
り，メンタルヘルスの状態が悪い求職者のカウン
セリングを行うことはそうでない場合と比べて仕
事の負担が大きいとみなしている。またメンタル
ヘルス指標として主観的な指標のほか，客観的な
指標として血圧や脈拍を用いている。分析の結
果，メンタルヘルスの状態がよくない求職者のカ
ウンセリングを行うことはカウンセラーの客観的
メンタルヘルスを悪化させることが示されてい
る。
　次に仕事の資源とメンタルヘルスの関連に注目
すると，仕事の要求度と同様，Ⅱで紹介したモデ
ルが示唆する通りの関連を示す研究が多い。具体
的には，資源が不足するほど職業上のストレスが
大きくメンタルヘルス不調につながること，資源
が充実するほどワーク・エンゲージメントが高い
ことが確認されている。例えば，Hu, Schaufeli 
and Taris（2011）は中国におけるブルーカラー
労働者と医療従事者のデータを用いて，資源の充
実とワーク・エンゲージメントの間に正の相関が
あ る こ と を 示 し て い る。Oshio, Inoue and 
Tsutsumi（2018）は，日本のデータを用いて固定
効果モデルの推定を行い，仕事の資源（仕事の裁
量，上司・同僚からのサポート，外部の報酬）が豊
富であるほどワーク・エンゲージメントが高いこ
とを示している。またワーク・エンゲージメント
は仕事の要求度と心理的ストレスの関係を緩和す
る こ と も 示 し て い る。Knight, Patterson and 
Dawson（2017）は，ワークエンゲージメントを
促進するような介入研究を行った論文を対象にメ
タ分析を行い，職場における資源を増やす介入は
労働者のワークエンゲージメントを高めることを
示している。その他の研究でも同様の関係が確認
されている（Bakker, Demerouti and Schaufeli 2003；
Hakanen, Schaufeli and Ahola 2008；Lesener, Gusy 
and Wolter 2019 等）。
　仕事の資源についても，仕事の資源に含まれる
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要因のうち特定の要因の効果検証を目的とした研
究がある。例えば，職場における上司・同僚のサ
ポートとメンタルヘルスの関連を検証した研究が
ある。Trudel et al.（2022）は，健康指標として
血圧を用いて，特に男性に関して同僚や上司のサ
ポートが少ない場合に血圧が高まることを示し
た。Kuroda and Yamamoto（2018）は日本のパ
ネルデータを用いて，上司の能力やマネジメント
スキル，コミュニケーションスキルが従業員のメ
ンタルヘルスに影響するかを検証している。固定
効果モデルに基づく分析の結果，上司のコミュニ
ケーションスキルが高ければ従業員のメンタルヘ
ルスの状態が改善することが示された。
　また職場におけるいじめとメンタルヘルスの関
連について Nielsen and Einarsen（2012）はメタ
分析を行い，クロスセクションデータを用いた分
析とパネルデータを用いた分析のいずれでも，職
場におけるいじめはメンタルヘルス不調と関連す
る こ と を 示 し て い る。 同 様 に Theorell et 
al.（2015）が行ったメタ分析の結果の中でもいじ
めがうつ病の症状と関連することが示されてい
る。
　ここまでは職場環境要因として仕事の要求度と
仕事の資源それぞれとメンタルヘルスの関係を検
証した研究を示してきたが，仕事の要求度と仕事
の資源は相互に関連しあってメンタルヘルスに影
響することが考えられる。これを検証するため，
例えば，Hu, Schaufeli and Taris（2011）は，仕
事の要求度と仕事の資源の交差項を含めた検証も
行っているが，明確な関係は示されていない。
　ここまでみてきた通り，既存研究においてさま
ざまな職場環境要因とメンタルヘルスの関係が検
証されている。「仕事の要求度」と「仕事の資源」
に関しては理論で指摘される関係を示す研究も多
いもののそうではないものもあり一貫した結果が
得られているとは言い切れない。また，Ⅴで言及
するように既存研究には課題も残っているため，
職場環境要因とメンタルヘルスの関係を明らかに
するためには更なる研究の蓄積が期待される。

Ⅴ　おわりに―今後の研究展望

　本稿では，職場環境要因とメンタルヘルスの関
係について既存研究で示されていることを概観し
た。まずはメンタルヘルスに影響する職場環境要
因について代表的ないくつかの理論モデルを紹介
し，つづいて実証研究において用いられている主
な職場環境要因とメンタルヘルスの指標を概観し
た。実証研究のレビューでは理論の示唆する関係
を示す研究が多くあるものの，そうではない結果
を示す研究もある。また，職場環境要因に含まれ
る特定の要因の影響を検証した研究も同様であ
る。一見すると労働者が職場環境からストレスを
受けることは当然と考えられる一方で，実証分析
では必ずしも明確な関係が示されているわけでは
ない。Ⅰで述べた通り，職場におけるストレスは
メンタルヘルスの問題や労働生産性の低下につな
がる可能性があることを考えると，どういった職
場環境要因がメンタルヘルスに影響するのかにつ
いて，今後も実証的に明らかにしていくことが重
要となる。最後に，先行研究において解決されて
いない課題をあげ，今後の研究の方向性を示して
本稿の終わりとしたい。
　まず第 1 の課題は，因果効果の推定に関してで
ある。Ⅳの冒頭でも言及した通り，職場環境要因
がメンタルヘルスに与える影響を検証する上での
問題の 1 つは職場環境要因の内生性の問題であ
る。近年ではパネルデータを用いた固定効果モデ
ルの推定を行った研究などが蓄積されつつあるも
のの，逆の因果関係の可能性といった内生性の問
題は残される。そこで，今後の研究としては職場
環境要因を外生的に決めるような介入研究の蓄 
積が期待される。現在の既存研究においても介 
入研究を行ったものは存在するが，蓄積は少な
い。例外として，例えば Ishikawa, Kohara and 
Nushimoto（2022）は公的な就職支援機関との連
携のもとにフィールド実験を行っている。労働現
場において介入研究を行うことは容易ではないも
のの，メンタルヘルス対策が求められる現代社会
において，研究に賛同してくれるような公的機関
や民間組織との連携を模索することに今後の研究
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 1）本節で紹介する 5 つのモデルのほかに，例えば「人・環境適
合モデル（Person-Environment Fit Model）」（French, Rodgers 
and Cobb 1974）や「ビタミンモデル（the Vitamin Model）」

（Warr 1987）などがある。
 2）これらの理論モデルについてはそれぞれ限界点があることも

指摘されている。例えば，Schaufeli and Taris（2014）では，
JD-R モデルについて仕事の需要と仕事の資源の区別が不明瞭
であることや，仕事の要求度の大きさがバーンアウト傾向を高
めるプロセスと，仕事の資源の充実がワーク・エンゲージメン
トを高めるプロセスが独立と考えられている点などがモデルの
限界点として指摘されている。

 3）過去にも職場環境とメンタルヘルスに関する研究をレビュー
した文献は複数ある。例えば Ganster and Rosen（2013）や
Barnay（2016）などが挙げられる。
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の可能性を見出せるのではないだろうか。加え
て，政策・プログラムの効果検証の蓄積も期待さ
れる。現在においても働く人のメンタルヘルスの
保持増進のための方策がさまざまに実施されてい
る。そうした政策やプログラムの効果検証を通じ
て，職場環境要因がメンタルヘルスに与える影響
を明らかにするとともに，どういった対策が有効
であるのかを議論するための根拠の蓄積も期待さ
れる。
　第 2 に，客観的なメンタルヘルス指標を用いた
研究の蓄積である。既存研究の多くは自己評価に
基づく主観的なメンタルヘルス指標に基づく研究
を行っている。しかし，自己評価による主観的な
メンタルヘルス指標を分析に用いる場合は既存研
究でも指摘される通り測定誤差の問題が考えられ
る。この問題への対処の一つはより客観的な指標
を用いることである。また，客観的な健康指標に
基づく研究を蓄積することの別の意義は，主観的
な指標では捉えられないようなメンタルヘルスの
状態を客観的な指標で捉えられる可能性のある点
である。Johnston, Propper and Shields（2009）で
は所得と健康の関係を検証し，所得と主観的な健
康指標との関連はみられなかった一方で客観的な
指標との関連が示されている。例えば主観的には
自覚されないストレス反応など主観的指標ではと
らえられないメンタルヘルスの状態を客観的指標
を用いれば捉えられる可能性が示唆される。こう
いった意味でも，主観的な健康指標とともに客観
的な健康指標を用いた検証を蓄積することが期待
される。
　第 3 に，職場環境が深刻なメンタルヘルスの問
題に与える影響を検証した論文の蓄積も期待され
る。メンタルヘルスの問題としては，軽いストレ
スといった軽度なものから統合失調症といった重
度のものまでさまざまである。しかし，既存研究
においては重度のメンタルヘルス問題に与える影
響を検証したものは蓄積が少ない。Ⅳで言及した
ように自殺への影響をみた研究もあるが多くは労
働時間との関連であり，研究の数も少ない。今後
は職場環境要因がどれくらい深刻なメンタルヘル
ス問題を引き起こしうるのかを検証することも求
められる。

　第 4 に，中・長期的影響の検証が十分には明ら
かになっていない点が挙げられる。既存研究では
ある時点の職場環境要因がメンタルヘルスに与え
る短期的影響を検証したものが多い。もちろん職
場環境要因が即時的にどのようなストレス反応を
引き起こし，短期的にメンタルヘルスにどのよう
に影響するかを明らかにすることは重要である。
しかし，ストレスが慢性的に続いた場合にメンタ
ルヘルスの問題が悪化することを考えると，中・
長期的な検証も必要となる。例えばどの程度の仕
事負担がどれくらいの期間続くことがメンタルヘ
ルスに影響するのかや，職場環境要因がメンタル
ヘルスに与える影響はどれくらいの期間持続する
のかといった研究の蓄積も必要となる。
　以上，既存研究に残されている課題をみてきた
が，労働者のメンタルヘルスの保持増進のための
対策を実施する上では職場におけるストレス要因
を明確にすることが重要である。今後の研究の蓄
積が期待される。
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